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椎 川 忍



・ 人生は長い

・ 公務員（仕事）だけが人生ではない

・ 社会とつながり、社会に貢献できる人間になる

・ それは、結局、自分が幸せな人生を送るため

・ 定年退職しても、広く世間づきあいができ仲間

づくりができるように心がける

・ 社会常識を身につける

・ 肩書きを捨てても尊敬される自分になる

・ 一兵卒として汗を流して働く尊さを実感する

・ ワーク＆ライフバランスを保ち、ハイブリッドな

人生を送る（仕事、家庭・家族＋ライフワーク）



○ 人材育成

地域づくり人個々人の能力アップ

横のネットワークの形成

励ましと鼓舞（モチベーションの向上）

○ 地域おこし

全国の地域づくりの仲間と一緒に考え、行動する

アドバイスと支援

助っ人の紹介・派遣



・ ＮＰＯ法人大山中海観光推進機構（大山王国）理事

・ 地域に飛びだす公務員ネットワーク代表

・ 地域に飛びだす公務員を応援する首長連合を提唱し賛同者代表に
（２０１１．３．１７発足） （注）他に、大森先生、小田切先生、安田先生など

・ 地域力おっはークラブ代表 （注）官民の朝勉強会

・ 総務省地域力創造応援団（総務省職員）顧問

・ やねだん故郷創世塾常任講師

・ 大学共同利用機関法人人間文化研究機構「国際日本文化研究セン
ター」共同研究員（森里海連環、平成２１年度～平成２２年度）

・ 遣島使（島根県観光宣伝大使）、ＴＯＳＳ応援団



・ 経営イノベーション代表

・ 内閣官房地域活性化伝道師

・ 総務省地域力創造アドバイザー

・ 地域活性化センター理事長

・ 民間活力開発機構理事

・ 移住交流推進機構業務執行理事

・ 首都大学東京非常勤講師（平成２６年度）

・ ふるさとテレビ東京事務所長会議座長

・ 日本倶楽部/図書委員・広報委員

・ しまね定住財団・島根県町村会/顧問

・ 由利本荘市特別顧問、北杜市地域力創造アドバイザー



・ 2013年コモンズ世界大会実行委員会顧問

・ 富士北麓地域振興協議会座長・幹事長

・ 日本フットパス協会・ＩＧＯコミュニケーションズ/顧問
・ 木島平農村文明塾/顧問・行政コンソーシアム学長（予定）

・ 立命館西園寺塾師範

・ 由利本荘市ともしび基金審査委員長

・ ちばのＷＡ基金審査委員

・ （株）ぐるなび顧問

・ （株）日立製作所情報通信システム社シニアアドバイザー



・木島平の農村文明塾（早稲田奥島元総長、安田喜憲

先生、大森彌先生など）

・山梨農業協力隊と菅原文太さんのおひさまの里農場

・やねだん故郷創世塾（常任講師）

・東近江の魅知普請の創寄り（人の輪（和）による問題解決）

・半田市（戸枝さん）の障がい者のノーマライゼーション

・国際日本文化研究センターの森里海連環の研究



・地域に飛び出す公務員ネットワークの創設

・地域に飛び出す公務員を応援する首長連合提唱

・関西連続講座（関西学院大学とのコラボから始まる）

・地域おこし協力隊制度創設とその後のウォッチャー

・TOSS（Teachers’Organization of Skill Sharing）との連携

・命を救うふれあい囲碁（安田泰敏９段、川崎ネットワーク）

・東京おもちゃ美術館・グッドトイ委員会（木育推進）

・命を救うふれあい囲碁と東京おもちゃ美術館のコラボ

・フットパス（日本フットパス協会設立時から）



○ 照于一隅（一隅を照らす）

「径寸十枚非是国宝、照于一隅此即国宝」
「好事与他忘己利他、慈悲之極」

（最澄 「山家学生式」より）

「山川草木国土悉皆成仏（仏性）」

○ 百の理屈より、一つの実践

「善悪の理屈を知りたるのみにありては武士道にあらず、
善なると知りたるうえは直ちに実行に顕はし来るを以て
武士道とは申すなり」 （山岡鉄舟）





・ ２０１１年４月学芸出版（共著）

「地域旅で地域力創造～観光振興とIT活用のポイント」

・ ２０１１年１１月学芸出版

「緑の分権改革～あるものを生かす地域力創造」

・ ２０１２年１０月今井印刷

「地域に飛び出す公務員ハンドブック」

・ ２０１３年３月シエロアスール社

DVD「地方分権時代の新しい自治体職員像」

・ 今後刊行予定

「見知らん５つ星、すばらしい日本の地域（仮称）」（共著）













○宮口としみち（早稲田大学教授、過疎問題懇談会座長）

○小田切徳美（明治大学教授）

○小西砂千夫（関西学院大学教授）

○木村俊昭（東京農大教授、スーパー公務員塾）

△藻谷浩介（日本総研、「里山資本主義」「デフレの正体」）

○山田桂一郎（観光カリスマ、ＪＴＩＣ．ＳＷＩＳＳ）

○武居丈二（前地域力創造審議官、自治大学校長）

○斉藤俊幸（地域再生マネージャー）

○高橋信博（山形県地域づくり専門員）

○椎川忍



◎ 都市には都市の、農山漁村には農山

漁村の暮らしぶりと発展方策がある
△ 外発的発展

大企業、大規模店舗、住宅団地、病院、遊園地、ゴルフ

場、リゾート施設などの誘致（かつては、炭鉱、原発も）

○ 内発的発展

地域の資源・人材、歴史伝統文化、農林水産業、地場産

業や地元企業のノウハウと技術（出て行かないもの）を

生かす

◎ ネオ内発的発展

加えて、ＩＣＴを駆使して外部からの人材、ノウハウ、 資

金を導入する



◎ ないものねだりではなく、あるも

のを生かす地域づくり

＝「緑の分権改革」（民主党政権）

の基本的考え方

＝事業手法としては「地域経済循

環創造事業」（自公政権）が有効

産学官＋金で地域産業を再生



１ 「緑の分権改革」の基本思想を踏まえる

～ネオ内発的発展論

～文明の転換を意識した国づくり、地域づくり

２ 「地域経済循環創造事業」の手法を導入する

～産官学金の連携

～地域にあるものを総動員して経済（富）を生む

３ 地域資源の発掘再生は、全員参加と外部目線で

4 公務員の地域経営への参画

～公務員参加型地域おこしのススメ

～「役場栄えて地域なし」にならないために



５ 歴史と先人の足跡に学ぶ

６ 成功例の本質を学び、自分たち独自のビジネス

モデルを構築する ～単なる真似は成功しない

７ ＩＣＴを使わない地域づくりはやらないほうがいい

～やさしいソフトと外部人材の活用で可能に

８ 条件不利地域はランチェスター戦略を活用

９ 人材は最大の経営資源＝人材育成に最大注力

１０ 人材が育つまでは外部人材を有効活用

（レンタルが可能な時代）

１１ 外貨を稼いで外に出さず、工夫し、汗を流して、

地域内で循環させるシステムを構築

（ex.大宮産業）



・ 人口３００人弱、高齢化率４０％超のどこにでもありそうな集落

・ 一時は、人口が２７０人、高齢化率も４５パーセントを超え、住民自身が消

滅の危機を感じたいわば準限界集落

・ なぜ、「やねだん」は補助金なしで、産業おこしに成功し、移住者が増え、

みんなが幸せに、元気に過ごせるようになったのか？

・ 住民の危機感が、５５歳の豊重哲郎さんを自治公民館長に推挙（異例のこ

と）～１９９６年だから１７年の努力の歴史がある

・ 豊重さんは、全員参加の地域づくり、補助金に頼らないむらづくり、自主財

源を確保できる地域づくりに全力投入



・ 安心・安全な地域社会～カギをかけたことがない（声かけ）

・ 青少年の健全育成～「やねだん」には不良がいない（移住

者が増える）

・ 産業おこし～土着菌活用、からいも栽培と焼酎製造（韓国

まで輸出）、農産加工品製造（視察客用）

・ 芸術家の移住～みんなで改修した「迎賓館」（空き家活用）

・ ピンピンころり～医療費、介護費用とも、類似集落の７～８

割程度、鹿屋市全体の５～７割程度（鹿屋保健所の合田マリ

子保健師の調査）



・ ないものねだりをせず、昔からあるものを大切に工夫して使っている

・ 人間力が基本という原則に立って、補欠のない全員参加の地域 づくりを実現

・ 高齢者、障がい者、子どももできることをする（共生、助け合いの思想）

・ つまり、絆を再生し、あるものを生かし、全員参加の地域づくりに成功

（傑出したリーダー豊重公民館長の存在が大きい）

・ 最初は、名字ではなく名前で呼び合い、挨拶する家族のような関係をつくる

ことから始まった

・ 手間を出し合い、わずかな材料費だけで遊園地や空き家改修で迎賓館をつ

くる

・ これにより、すべての地域課題、社会問題が解決











・ 多くの外部のアドバイザー集団、応援団を編

成（県レベル、全国レベル）

・ 県庁マンの駐在さん（地域支援企画員）を全

県に６０人配置

・ 身分切り替えせず、ＪＡ、商工会、市町村など

に一人駐在

・ 地域内の合意形成、連携協力と地域産業お

こしのコーディネーターとして活躍

・ 任期終了後も地域のファンに
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住民協働

新しい公共

（住民サービスの新しい形）

「ちょっと昔の日本の社会ｼｽﾃﾑ」？

・立ち位置を変える （北川正恭 氏）
・ミッションの再確認 （片山善博 氏）
・公務員参加型地域おこし （椎川）
・公務員十戒 （椎川）
・地域に飛び出す公務員ﾈｯﾄﾜｰｸ（椎川）

民間企業

・住民自治
＝住民責任

・寄付や出資（志金）
・活動に参加

・ＣＳＲなどの重視
・寄付や助成
・活動に参加

・権限、制度等
を開く

・環境を整備
・枠組づくりの

支援
・公務員の参加

を促す

公務員

行政

（大企業・地域貢献企業・地場産業 など）

（地域づくり団体・ＮＰＯ・自治会 など）

＜地域担当職員＋地域おこし協力隊・集落支援員＞

地域住民
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情報ネットワーク

高知県方式の地域づくりと産業おこしのイメージ

・地域に飛び出す公務員を支援する首長連合
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・地域には、結局「ヒト」と「モノ」しかない

・地域力は「資源力」と「人間力」だ

・地域資源には、「天然自然のもの」と人間力の蓄積で
ある「文化」がある

ｃｆ 「文化」には、社会・経済システムやその蓄積などを
含む

・人間力＝「Σ（やる気×能力）」プラス「つながり力」

・やる気はマイナス１００からプラス１００、能力は０から
１００と考える



・地域内でつながる力＝「絆の再生」

・同じベクトルでみんなが協力する土壌づくり

・外のネットワークにつながる力＝「広がり結びあう力」

・外部人材（助っ人）を活用し、応援団をつくる

・ＩＣＴの力と開放的でフランクな人間性が必要

・自分でできないことを人に助けてもらう謙虚な気持ちを持つ

・好奇心、人なつこさ、かべを気にしない、相手を研究する

・タテ社会ではなく、ヨコ社会で生きる術（能力）



・「住民力」、「公務員力」、「大学力」

・「住民力」は、ＮＰＯや自治会、ＰＴＡなどの力

・「公務員力」は仕事をこなす力だけではなく、地域経営の力

・ 優秀な人材を地域の発展とそこに住む人を幸せにするため

に採用

・ 役場の管理運営は、公務員のミッションの一部にすぎない

・ 最終ミッションは、地域をどう発展させ、どう幸せにするか＝
地域経営だ



・ＩＣＴリテラシー
どんな小さな地域でも世界を相手にできるようになる一方、

地域間競争はグローバルなものに

・経営マネジメント力
いろいろな人間や地域資源を効率的に結びつける

・リーダー力
実行力、人間としての魅力、先を見通し夢を語る力

・教育力（後継者や仲間の育成など）

・ヨソモノ、バカモノ、ワカモノが必要というのはもはや常識



・あらゆる年代、あらゆる職種、あらゆるグループに「地域
づくり人」を育てる

・小中学校のまちづくり教育（TOSSとの連携）

・大学と連携した地域づくり（地域実践活動に関する大学
教員ネットワーク）

・公務員、ＮＰＯ、地域づくり団体、民間人を混ぜ合わせた
人材育成

・地域内の「人の和（輪）づくり」



・ この名称は、地域サポート人ネットワーク全国協議会のオリ

ジナル？

・ 総務省の財政措置がある集落支援員、地域おこし協力隊、

復興支援員、若手企業人、域学連携に参加する教員・学生

・ 同じく、地域力創造アドバイザー、地域再生マネージャー

・ 各省庁の地域活性化伝道師、アドバイザーなども含む

・ その他、自治体独自の顧問、アドバイザー、嘱託職員など



・ その地域のファンである（リピーター、移住交流者、縁故者など）

・ 地域づくりに対する熱い思いがある

・ ある程度の知識経験、得意技があり、その地域の中では得が

たい人材である

・ 元気とバイタリティーと自立心がある

・ 人のつながり（絆）、外部のネットワークを築く能力がある

・ 地域の内発的な力を引き出し、地域の発展を支援する



・ 人とコミュニケーションができ、つながっていける能力

・ ワークショップなどにおいて、ファシリテートができる能力

・ 現場の問題解決能力（自力でできることは自力で、人に助けを

求めるものは求めて）

・ ＩＣＴ、運転、商品開発、セールス、経営、できれば農業や林業を

やれる能力

（例；半農半エックス）

・ 子供と仲良くなれる



・ 職務や課題の明確化（行政も受け入れ地域も）

・ 行政の地域担当職員、地域住民とのコラボレーション（丸投げ

はだめ）

・ 研修や交流の充実、相談体制の整備

・ コーディネーターなど指導者の配置

・ インターン制度などの整備

・ キャリアパスの創設（シニア協力隊など）

・ 定住対策の充実

・ 能力に応じた処遇



○地方自治体が、３大都市圏をはじめとする都市圏から都市住
民を受入れ、｢地域おこし協力隊｣として委嘱。

○隊員が、住民票を異動させ、概ね１年以上３年程度地域で生
活し、地域協力活動に従事。

※ 3年を超える場合は特別交付税措置はされないが、活動を続けることは可能。

○地域おこし協力隊員 ２０７団体（３府県２０４市町村） ６１７人
※平成２４年度特別交付税ベース

○被災自治体（※）が、被災地内外の人材を被災地のコミュニ
ティの再構築のために、「復興支援員」として委嘱（期間は概ね
１年以上最長５年以下）。

○復興支援員は、被災地に居住して、被災者の見守りやケア、
地域おこし活動の支援等の「復興に伴う地域協力活動」を実施。

○復興支援員 ７団体（２県・５市町）７８人
※平成２４年度特別交付税ベース

（※）東日本財特法に定める「特定被災地方公共団体」又は、「特定被災区域」を区域とする市町村（９県・２２２

市町村）

○市町村が、地域活性化の活動実績があり、一定の知見を有する外

部専門家（※地域人材ネット登録者）を年度内に延べ１０日以上活用。

※平成２５年５月２９日現在 ２７１名・組織 登録

※地域人材ネット登録者については、総務省ホームページに掲載

① 地 域 お こ し 協 力 隊 ② 集 落 支 援 員

・上記の取組（隊員の募集等に要する経費、隊員の活動等に要する経費）
が特別交付税の算定対象

・隊員１人あたり４００万円（報償費等２００万円）を上限
・募集に係る経費として、１自治体あたり２００万円を上限

財源手当

・上記の取組（集落支援員の活動、集落点検及び話し合いの実施に要す
る経費）が特別交付税の算定対象

・支援員１人あたり３５０万円を上限（他の業務との兼任の場合、１人あたり
４０万円を上限）

財源手当

④ 外 部 専 門 家 （ ア ド バ イ ザ ー ）

・上記の取組（地域独自の魅力や価値を向上させる取組に要する経費
（旅費、謝金（報償費））を特別交付税の算定対象とする（当面、連続した
任意の３年間を対象とする）

・専門家活用区分、財政力指数に応じて一定額を上限
（財政力指数が全国平均以下の市町村が民間専門家を活用する場合
初年度５６０万円を上限）

財源手当

○地方自治体が、地域の実情に詳しい人材で、集落対策の推進に関して、
ノウハウ・知見を有した人材を「集落支援員」として委嘱。

○集落支援員が、集落への「目配り」として、集落の状況把握、集落点検の
実施、住民と住民、住民と市町村の間での話し合いの促進等を実施。

○平成２４年度 専任の「集落支援員」の設置数 ６９４人

※平成２４年度特別交付税ベース

③ 復 興 支 援 員

・上記の取組（復興支援員設置に要する経費）が特別交付税の算定対象
・支援員１人につき、報酬等（地域の実情に応じて地方公共団体が定める額）※

＋活動費 （必要額） を措置
※ 参考：地域おこし協力隊の報酬等 ２００万円を上限に特別交付税措置

財源手当

滞在型の外部人材活用ツール

自治会長などとの兼務の集落支援員の設置数 ３，５０５人



事業名
子ども農山漁村交流プロジェク

ト 域学連携 若手企業人 シニア地域づくり人

趣旨
等

子どもたちの生きる力の育成と、
都市との交流による農山漁村地
域の再生や活性化を図るため、
小学校の児童が農山漁村地域
において宿泊体験をしながら農
林漁業体験等を行う

地域で不足する若い人材力を補い、
大学に集積する知識や情報やノウ
ハウを活かすため、地域と大学等が
連携して地域活性化を目指した活
動に取り組む

地域独自の魅力や価値の向上
につながる地方の元気づくりを
推進するとともに、将来的に地方
と大都市圏の交流の架け橋とな
る人材を育成するため、大都市
圏の企業に勤務する若手企業
人を市町村に派遣

魅力ある地域づくりにより地域の
元気を創造するとともに、実務経
験の豊かなシニア人材の地域へ
の定住につなげるため、専門的
なスキルや幅広い人脈をもった
大都市圏の民間企業に勤務す
るシニア人材を地域に派遣

活動

内容

農山漁村地域において、小学校
の児童を対象に、宿泊体験活
動を行いながら自然体験や農
林漁業体験等を実施

地域と大学等の連携主体が地域の
課題解決や地域づくりに取り組み、
地域の活性化や人材育成に資する
活動を実施

１～３年程度の期間、定住自立
圏に取り組む市町村において、
地方独自の魅力や価値の向上
につながる業務に従事

１～３年程度の期間、地域の課
題解決、公益性の高い事業等に
従事（道の駅の駅長、観光協会
事務局長等）

活動

地域

農山漁村地域 （限定なし） 定住自立圏に取り組む市町村
（周辺市町村を含む）等

①条件不利地域

②定住自立圏に取り組む市町村
（周辺市町村を含む）等

財政

措置
等

■交付金（農水省）

・モデル地域を核とした受入地域の
整備、情報提供等に対して定額
補助

■補助金（文科省）

・小学校（送り出し側）の活動に対
する補助（補助率1/3）

■特別交付税措置（総務省）

・自治体の地方単独事業に対して、
特別交付税措置（算入率1/2）

■モデル事業（24年度補正予算）

・実施主体：地方公共団体を中心とした
実行委員会組織

・事業額等：500～2000万円×16団体
※募集は終了しています

■モデル事業（25年度予算案）

・実施主体：地方公共団体を中心とした
実行委員会組織

・事業額等：200万円上限×5団体程度
■特別交付税措置

・大学等と連携した自治体の地方単独
事業に対して、特別交付税措置（財政
力指数に応じて算入率2/5～4/5）

■特別交付税措置

・若手企業人の受入れのために市
町村が要した経費に対し、特別交
付税措置

・1人あたり上限350万円

■モデル事業（25年度予算案）
・実施主体：地方公共団体
・事業額等：１団体あたり

500万円上限×5団体
※500万円の内訳：

報償費等（350万円上限）
＋活動費（150万円上限）

子ども シニア学生 若手

人材を呼び込む ～子どもからシニアまで～



・

【概要】
「生物多様性保全」「デザイナー」「有害鳥獣対策」「レザークラフト」「地域資源
プロデュース」「民間伝承保全」の６分野で８名の隊員が専門的に活動

【活動内容】
・ツシマヤマネコの生息環境である水田を維持するための減農薬・無農薬で
米作りに取組む団体の活動に協力

・ツシマヤマネコや対州馬をモチーフにデザインした
ポロシャツや手ぬぐい等の制作、販売

・市のパンフレットの英訳等、近年増えてきた英語圏
の観光客への対馬の情報発信

・有害鳥獣（イノシシ、シカ）の皮を使ったレザー製品
開発

【ポイント】
・都市部の専門性あふれる人材獲得のため、市が具体的に活動内容を絞り
込んで公募

【概要】
「Ａ級グルメ立町」の実現に向けて、６名の隊員が野菜等の栽培から、
地元の食材を使った料理の提供までのプロデュースを目指す「耕す
シェフ」として活動し、起業・就業を目指す

【活動内容】

・ジャガイモ、タマネギなど20種類以上の野菜を作りながら、実際に町
観光協会の地産地消直営イタリアンレストラン「ａｊｉｋｕｒａ（味蔵）」にて
岩見和牛や自然放牧牛乳等地元でしか味わえない産品とあわせて調
理・ 研究を行い、将来は町内で食に関する起業を目指す

【ポイント】

・協力隊に取り組むに当たり、町が隊員の具体的な
活動・目標などのコンセプトを予め明確にし、その
上で隊員の募集、 事業展開を行っている

【概要】
・東京都品川区の大学の体験学習・フィールドワーク先というつながり
か ら、その卒業生５名を地域おこし協力隊として配置

【活動内容】
・地域の家庭料理のレシピ化、メニュー化（市内 地区の地域の旬の
食材を活用したメニュー「里美御膳」等の考案）

・山間のきれいな湧き水を使った「里美珈琲」の生産販売
・里美地区の若い人たちが夢を語り合い、意見
交換する場の設置 等

【ポイント】
・大学の卒業生、学生、教員が中心の任意
団体が隊員の選考等の中間支援を実施

長崎県対馬市島根県邑南町

茨城県常陸太田市

地域おこし協力隊～取組事例

【概要】
・女子らしい視点を取り入れた「山形ガールズ農場」を５名の隊員が運営

【活動内容】
・農薬を使わず漢方薬が入った植物ミストを撒いて育てた「漢方米」や、甘み
を増すためにトロ箱でストレスをかけて育てた「甘みとコクのトロとまと」など
特色のある商品づくり

・カラフルにするなど、パッケージを工夫しての販売
・枝豆やトマトなど野菜をふんだんに使った「野菜プリン」
等スイーツの開発

【ポイント】
・隊員活動により、メディアに取り上げられ、地域や
地域の団体が活性化した

山形県村山市

里美
さ と み



○隊員数978名 318自治体（4府県314市町村） （平成25年度特交ベース）

平成24年度 隊員数617名 207自治体（3府県204市町村）
平成23年度 隊員数413名 147自治体（3府県144市町村）
平成22年度 隊員数257名 90自治体（2県88市町村）
平成21年度 隊員数 89名 31自治体（1県30市町村）

【参考】

都道府県名 市町村名 隊員数 都道府県名 市町村名 隊員数 都道府県名 市町村名 隊員数 都道府県名 市町村名 隊員数 都道府県名 市町村名 隊員数 都道府県名 市町村名 隊員数 都道府県名 市町村名 隊員数
夕張市 2 新ひだか町 2 飯豊町 1 小菅村 9 多賀町 2 廿日市市 1 大刀洗町 2
留萌市 6 上士幌町 5 遊佐町 3 大町市 1 京都府(4) ★京都府 4 安芸太田町 6 上毛町 1
芦別市 1 鹿追町 3 伊達市 12 北相木村 2 洲本市 5 神石高原町 6 築上町 1
士別市 1 新得町 9 天栄村 1 中川村 1 丹波市 2 山口市 4 唐津市 2
名寄市 2 清水町 1 西会津町 1 阿南町 3 南あわじ市 5 長門市 1 武雄市 1
砂川市 3 中札内村 1 三島町 1 阿智村 3 淡路市 9 周南市 3 江北町 2
深川市 1 更別村 3 金山町 4 売木村 5 佐用町 1 周防大島町 1 長崎市 5

富良野市 1 大樹町 1 昭和村 1 天龍村 3 香美町 1 田布施町 2 島原市 2
登別市 2 陸別町 2 塙町 2 泰阜村 4 奈良市 2 阿武町 2 対馬市 8
松前町 3 浦幌町 2 常陸太田市 9 喬木村 2 吉野町 2 美馬市 4 壱岐市 2
福島町 2 白糠町 1 笠間市 3 豊丘村 4 十津川村 2 三好市 7 五島市 5

木古内町 4 中標津町 2 日光市 6 大鹿村 3 下北山村 1 勝浦町 3 西海市 4
鹿部町 2 深浦町 2 益子町 2 王滝村 1 川上村 5 上勝町 6 東彼杵町 3
八雲町 3 野辺地町 1 上野村 1 木曽町 3 新宮市 3 佐那河内村 1 小値賀町 2

厚沢部町 7 佐井村 2 神流町 1 麻績村 10 紀美野町 3 神山町 3 新上五島町 2
今金町 1 南部町 1 高山村 1 生坂村 6 かつらぎ町 1 那賀町 4 上天草市 1

ニセコ町 4 一関市 2 埼玉県(2) 秩父市 2 筑北村 6 那智勝浦町 1 美波町 1 天草市 1
真狩村 1 二戸市 2 館山市 3 小谷村 14 倉吉市 1 海陽町 1 美里町 1

留寿都村 2 八幡平市 1 勝浦市 1 山ノ内町 2 岩美町 3 上板町 4 和水町 2
喜茂別町 3 西和賀町 2 柏崎市 2 木島平村 6 若桜町 3 さぬき市 2 南小国町 1
積丹町 1 登米市 1 小千谷市 4 小川村 4 智頭町 5 小豆島町 2 甲佐町 2
北竜町 1 七ヶ宿町 1 十日町市 19 高山市 3 八頭町 4 今治市 12 山都町 2
沼田町 3 加美町 3 妙高市 4 中津川市 3 三朝町 1 宇和島市 1 日田市 1
愛別町 2 大館市 3 上越市 2 恵那市 1 日南町 3 伊予市 5 佐伯市 2
東川町 1 男鹿市 1 佐渡市 12 山県市 1 日野町 2 西予市 7 宇佐市 5
占冠村 4 湯沢市 6 津南町 1 本巣市 2 雲南市 3 上島町 2 由布市 1
和寒町 4 鹿角市 1 粟島浦村 2 郡上市 3 飯南町 6 室戸市 3 国東市 2
剣淵町 3 由利本荘市 4 小矢部市 1 白川村 2 川本町 2 安芸市 2 小林市 4
下川町 5 上小阿仁村 1 南砺市 2 東白川村 2 美郷町 15 宿毛市 1 えびの市 7
美深町 5 東成瀬村 2 立山町 3 ★静岡県 (3) 邑南町 11 土佐清水市 2 高原町 3

音威子府村 3 米沢市 2 七尾市 2 浜松市 2 津和野町 11 四万十市 6 西米良村 3
中川町 2 鶴岡市 2 輪島市 1 島田市 2 海士町 5 香美市 2 高千穂町 1

幌加内町 1 酒田市 1 大野市 1 南伊豆町 1 西ノ島町 2 東洋町 2 西之表市 1
小平町 1 寒河江市 1 鯖江市 1 松崎町 1 知夫村 2 田野町 5 薩摩川内市 10
苫前町 2 村山市 5 坂井市 1 西伊豆町 1 隠岐の島町 2 安田町 1 三島村 2
羽幌町 3 尾花沢市 2 池田町 4 設楽町 1 高梁市 4 本山町 6 肝付町 1
天塩町 6 西川町 3 南越前町 2 東栄町 2 新見市 3 大豊町 2 瀬戸内町 2

中頓別町 2 朝日町 4 越前町 1 豊根村 2 瀬戸内市 2 土佐町 1 ★沖縄県 2
利尻町 2 大江町 1 高浜町 1 尾鷲市 2 真庭市 2 いの町 4 糸満市 1
津別町 5 最上町 4 若狭町 3 熊野市 5 美作市 10 仁淀川町 3 沖縄市 2

西興部村 4 舟形町 3 ★山梨県 25 志摩市 1 和気町 2 佐川町 2 国頭村 1
厚真町 7 真室川町 1 富士吉田市 2 大台町 1 西粟倉村 7 越知町 3 渡名喜村 1

むかわ町 2 鮭川村 3 南アルプス市 5 近江八幡市 1 久米南町 2 津野町 2 978
平取町 6 戸沢村 1 北杜市 10 湖南市 5 三原市 2 四万十町 4
新冠町 8 川西町 5 甲州市 3 米原市 3 府中市 2 柳川市 3 　　表中の★は、都道府県が
浦河町 2 小国町 2 道志村 5 愛荘町 3 三次市 1 八女市 2 　直接実施している自治体を示す。

新潟県
(46)

富山県
(6)

石川県
(3)

福島県
(22)

茨城県
(12)

栃木県
(8)

群馬県
(3)

北海道
(168)

青森県
(6)

岩手県
(7)

宮城県
(5)

秋田県
(18)

山形県
(44)

福井県
(14)

山梨県
(59)

三重県
(9)

滋賀県
(14)

兵庫県
(23)

奈良県
(12)

和歌山県
(8)

鳥取県
(22)

島根県
(59)

岡山県
(32)

長野県
(83)

岐阜県
(17)

静岡県(7)
※島田市、
西伊豆町は
静岡県との
共同実施

愛知県
(5)

広島県
(18)

千葉県
(4)

高知県
(51)

福岡県
(9)

佐賀県
(5)

長崎県
(33)

熊本県
(10)

大分県
(11)

宮崎県
(18)

鹿児島県
(16)

沖縄県
(7)

合計

山口県
(13)

徳島県
(34)

香川県
(4)

愛媛県
(27)

地域おこし協力隊の活躍先

14



【概要】

・人口減少と高齢化の進む集落の現状を把握するため、8名の集
落支援員を設置。
【活動内容】
・集落巡回、集落点検による集落の状況や課題の把握。
・祭りの運営（集落出身者が地域に帰る機会や、つながりを強くする仕組みづくり）

・グリーンツーリズムの実施や、棚田の整備。
・大学生の受入れ。
【ポイント】
・喜多方市農山村集落元気塾の実施により、
現役支援員がスキルを上げると共に、住民
から次に続く支援員を育成。
・世話役支援員の設置により全体の調整機能を強化。

【概要】
・集落の振興に意欲と見識があり、役場職員と集落住民と積
極的に協働が出来る方を公募し、6名を委嘱。

【活動内容】
・広報誌やHPの作成。
・将来を担う子育て世代の交流の場づくり。
・婚活イベントや、住民の趣味を活かしたイベントの企画、実施。
・伝統技術の継承と、それを活用した商品開発。
【ポイント】
・他地域に比べ、若い支援員を導入することで
柔軟な活動を展開。
・協力隊とペアで活動することで、様々な視点
を活かすとともに、支え合って活動。

【概要】
・旧町村単位、希望のあった自治振興会にそれぞれ１名、全
体の総括を担当する者1名を集落支援員として設置。
【活動内容】
・各振興会ごとに地域づくり計画を作成。
・集落課題解決のための加工所運営。（宅配弁当、特産品開発。）

・交流体験型農業学校（廃校利用）の運営。
【ポイント】
・地域の現状や将来の人口推移を
グラフ等で示すことで危機感を共有。
・地域担当（旧町村単位）、地区担当
（振興会単位）と組織立てたことで、
全体としての活動が柔軟に。

福島県喜多方市

長野県小谷村 広島県神石高原町

【概要】
・高齢化率50％以上の集落を対象に8名の集落支援員を設置。
【活動内容】
・集落巡回、広報だよりの作成、集落点検カルテの作成。
・雪かきを手伝ってくれる有志をリスト化し、集落内で助け合う
仕組みづくり。
・地域資源発掘イベントの企画、運営。
【ポイント】
・イベントの準備など、足手まといに
なるからと参加を遠慮していたお年
寄りに、出来ることを分担し、準備
から参加してもらうことで、生きがい
を作る。

新潟県上越市

集落支援員 ～取組事例～
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集落支援員の活躍先
○支援員数 専任741名、兼任3,764名 196自治体（7府県189市町村） （平成25年度特交ベース） ※表は専任のみ

平成24年度 専任694名、兼任3,505名 192自治体（6府県186市町村）
平成23年度 専任597名、兼任約3,700名 158自治体（9府県149市町村）
平成22年度 専任500名、兼任約3,600名 147自治体(13府県134市町村）
平成21年度 専任449名、兼任約3,500名 122自治体（9府県113市町村）
平成20年度 専任199名、兼任約2,000名 77自治体（11府県66市町村）

【参考】
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都道府県名 市町村名 支援員数 都道府県名 市町村名 支援員数 都道府県名 市町村名 支援員数 都道府県名 市町村名 支援員数 都道府県名 市町村名 支援員数

松前町 1 埼玉県(6) 秩父市 6 守山市 2 美郷町 18 みやこ町 2

乙部町 3 千葉県(14) 南房総市 14 東近江市 1 邑南町 5 築上町 2

黒松内町 4 見附市 9 米原市 1 津和野町 3 佐賀県(3) 唐津市 3

蘭越町 1 糸魚川市 4 京都府★ 5 海士町 10 長与町 1

北竜町 2 妙高市 5 福知山市 2 西ノ島町 1 新上五島町 1

愛別町 1 上越市 8 綾部市 2 倉敷市 1 多良木町 1

南富良野町 1 佐渡市 2 京丹後市 5 笠岡市 6 相良村 1

和寒町 1 魚沼市 9 南丹市 6 備前市 2 中津市 4

下川町 1 富山県(3) 立山町 3 養父市 26 矢掛町 7 佐伯市 6

中頓別町 1 七尾市 6 丹波市 22 新庄村 2 臼杵市 1

厚真町 2 珠洲市 2 朝来市 28 庄原市 12 竹田市 15

岩手県(2) 一関市 2 白山市 3 神河町 1 廿日市市 1 豊後高田市 2

宮城県(2) 柴田町 2 福井市 2 奈良県★ 25 大崎上島町 1 宇佐市 12

秋田県★ 5 越前町 1 宇陀市 4 神石高原町 30 豊後大野市 1

由利本荘市 2 坂井市 1 高取町 1 宇部市 4 国東市 27

鶴岡市 2 早川町 2 野迫川村 1 萩市 2 宮崎県★ 1

寒河江市 1 道志村 4 下北山村 1 岩国市 3 宮崎市 4

朝日町 1 伊那市 1 紀美野町 1 長門市 1 小林市 11

最上町 3 東御市 2 高野町 4 美馬市 4 日向市 1

遊佐町 2 飯島町 4 すさみ町 1 三好市 11 えびの市 4

いわき市 9 生坂村 4 那智勝浦町 1 上勝町 29 門川町 1

喜多方市 7 小谷村 6 鳥取県★ 5 香川県(2) さぬき市 2 日之影町 2

天栄村 1 高山村 5 鳥取市 7 愛媛県(1) 八幡浜市 1 鹿児島市 10

只見町 2 高山市 1 倉吉市 3 南国市 3 鹿屋市 2

南会津町 3 関市 4 智頭町 6 香南市 1 霧島市 6

西会津町 2 中津川市 4 八頭町 5 香美市 1 三島村 1

昭和村 3 山県市 2 三朝町 6 本山町 1 中種子町 1

茨城県(16) 常陸大宮市 16 静岡市 7 南部町 17 大豊町 4 沖縄県(2) 粟国村 2

栃木県(1) 栃木県★ 1 浜松市 2 日南町 1 土佐町 2 741

沼田市 1 愛知県(4) 愛知県★ 4 出雲市 7 中土佐町 1

下仁田町 2 熊野市 4 益田市 21 黒潮町 1 　　表中の★は、都道府県が

嬬恋村 2 大台町 2 川本町 7 福岡県(5) 那珂川町 1 　　直接実施している自治体を示す。

岡山県
(18)

広島県
(44)

山口県
(10)

徳島県
(44)

高知県
(14)静岡県

(9)

三重県
(6)

滋賀県
(4)

京都府
(20)

兵庫県
(77)

奈良県
(32)

和歌山県
(7)

鳥取県
(50)

島根県
(72)

新潟県
(37)

石川県
(11)

福井県
(4)

山梨県
(6)

長野県
(22)

岐阜県
(11)

北海道
(18)

秋田県(7)

山形県
(9)

福島県
(27)

群馬県
(5)

鹿児島県
(20)

合計

長崎県
(2)

熊本県
(2)

大分県
(68)

宮崎県
(24)



・大学に集積する知識や情報やノウハウが活かされる
・地域で不足する若い人材力を活用
・地域の活性化

・実践の場が得られる
・教育・研究活動へのフィードバック

・学生や地域住民の人材育成

地域のメリット

大学のメリット

大学及び地域の
双方にメリット

 大学生と大学教員が地域の現場に入り、地域の住民やNPO等とともに、地域の課題解
決や地域づくりに継続的に取り組み、地域の活性化や人材育成に資する活動。

 地方自治体の4割が現在取組。

 総務省は、地方公共団体が行う「域学連携」の取組に対して特別交付税措置や国費によ
り支援。

「域学連携」地域づくり施策について

ＮＰＯ法人

地域住民

地元企業等

大学教員のノウハウ
若い学生たちの力

域

（地域
）

学

（大学
）

地方公共団体

（活動例）
・発掘した地域資源を活かした観光振興や産業振興に

つなげる活性化策を検討
・大学、行政、地元NPO、地域住民との協働による

まち歩きやワークショップの実施 等

大学

地域力創造人材の育成
自立的な地域づくり

46



・学生が1週間程度繰り返し（4～5回）現地に入り込み、地域

の問題発見、解決を図ることを目的に、実地調査やワーク
ショップ等を実施。

・把握した地域資源を活かした観光振興や産業振興に繋げ
る活性化方策を検討し、報告会
にて提案。
・また、現地活動のほか、遠隔
会議システムにより地域との
交流を継続。
・当該取組の一部は、大学
の単位として認定。

・大学、行政、地元ＮＰＯ、地域住民と協働によるまち歩きや
ワークショップの実施や学生による町屋の活用方法につい
ての実地調査を行うなどをとお
して、景観やまちづくり推進に
とって重要な地域資源活用の
方向性やイメージ等を取りまと
め、提案。

・交流人口拡大や町内施設の有効活用、地理的条件を活
かした振興策を策定・推進するために、学生が合同ゼミ合
宿やフィールドワークの実施をとおして、町の特産品「ブ
ルーベリー」を使った加工品づくりなど
町活性化策等を考案し、提案。

・当該活動をとおして、大学と地
域が互いに利益を得られる関係
の構築を図る。

長崎県

奈良県

地域おこし・課
題解決

地域おこし・地
域資源発掘

石川県能登町 地域おこし・商
品開発

・

・松川村の観光資源のブランド化を目的に、「すずむしの里
松川村」として観光資源である鈴虫に関するまち歩きのた
めのマップ作成を実施。

・学生からの目線によるマップ作成により、地元では見逃し
がちな村の良さを表すことができた。
・また、作成の過程で学生が得た
情報をもとにした地域おこしに
係る提案などの報告会を今後
予定。

長野県松川村 地域おこし・観
光

慶應義塾大学
と連携

学習院大学、
法政大学、

東海大学と連携

早稲田大学
と連携 松本大学と連携

「域学連携」地域づくり支援事業の事例



市町村企 業

総 務 省

大都市圏の民間企業と
地域とのネットワーク形成

官民交流の促進
情報提供・
連絡調整

情報提供・連絡調整
財政支援

○ 地方との人脈を形成し、
ビジネスに活用

○ 付加価値の形成
（企業のイメージアップ等）

○ 若者の視点、活力を
いかした地域力の向上

○ 地域、職員への刺激
○ 企業側との人脈形成

若手企業人

○ 多様な経験を積むことによる
自己研鑽、スキルアップ

○ 地方との人脈形成
○ 地域経済の実情の把握

新しい多様なキャリアパスの提示

若手企業人 地域交流プログラム
大都市圏の企業に勤務する若手企業人が、一定期間（１～３年間）地方の自治体に派遣され、

地域独自の魅力や価値の向上につながる業務に携わることにより、地方の元気づくりを推進
するとともに、地方と大都市圏の交流の架け橋となる人材として将来的な活躍を期待。

派遣対象者 三大都市圏内に本社機能が所在し、全国的に事業を
展開している民間企業の入社概ね３～５年の社員

受入市町村 定住自立圏に取り組む市町村（周辺市町村を含む）等
原則として異業種２名１組で派遣

派遣期間 １～３年程度

財政支援措置 若手企業人を受け入れる自治体の財政負担に対して
地方財政措置（１名あたり特別交付税350万円）を講じる。

若手企業人派遣自治体（12団体、20名）

受入市町村 派遣元企業 開始年度

旭川市 あいおいニッセイ同和損保・【富士通】 25-

八戸市 NEC・リクルート 24-

石巻市 よしもとｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｴｰｼﾞｪﾝｼｰ・富士通 25-

秩父市 西武鉄道・近畿日本ツーリスト 24-

飯田市 【ローソン】・（官公庁） 24-

いなべ市 近畿日本ツーリスト・（官公庁） 24-

彦根市 ＪＴＢ・ＮＥＣ 25-

豊岡市 日立製作所・楽天トラベル 25-

洲本市 近畿日本ツーリスト・（官公庁） 25-

高松市 リクルート・（官公庁） 25-

延岡市 リクルート・野村證券 24-

鹿屋市 ぐるなび・あいおいニッセイ同和損保 24-

※三大都市圏内の民間企業・官公庁から人材の派遣を受けている市町村は、
１名のみの受入であっても対象とする。

※ 企業名の【 】表示は地方財政措置の対象外



三大都市圏内に本社機能がある民間企業に勤務する人材が、１～３年程度の期間、地方において地
域づくり活動、地域の課題解決への取組等に従事し、魅力ある地域づくりを行うことで、地域の元気を
創造するとともに、派遣元企業の社会貢献や、人材の育成・キャリアアップにも資するもの。

対象者
三大都市圏内に本社機能がある
民間企業に勤務する人材

活動地域
①定住自立圏に取り組む市町村

（近隣市町村を含む）
②過疎地域等の条件不利地域

期間 １～３年

地域のニーズと
企業のマインド・人材を

マッチング
地域づくり・課題解決へのニーズ

⇒ 専門知識・業務経験
組織的ノウハウ・人脈
外部視点・民間感覚 等

財政措置 年間３５０万円／人 （特別交付税）

【地域における企業人の活動事例】

○ マーケティング業務経験を生かし、ビッグ
データを活用した調査プロジェクトを主導

○ 人脈を生かし、企業の医療関連産業参入支
援や医療関連産業誘致に従事

○ 語学・営業能力を生かし、市のインバウンド
誘客活動の中核として海外での観光見本市等
で活躍

地域 企業

社会貢献マインド・人材の育成・キャリアアップ

⇒ 企業の社会貢献
⇒ 人材に多彩な経験を積ませること

で、育成・キャリアアップ

※ 経験年数６年未満の場合は１市町村あたり原則異業種２人１組
で派遣

地域おこし企業人交流プログラム 企業人による社会貢献と地域ニーズの架け橋
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１ 構成 （平成２５年４月１日現在）

会長：島田晴雄（千葉商科大学学長） ほか理事 ： １３名

会員：法人会員：３２社 （特別法人会員 ： ９社・団体、一般法人会員 ： ２３社）

自治体会員： ４３道府県、１０４２市町村

２ 事業内容
・企業会員と自治体会員のマッチングを行う交流会（東京・地方）の開催

・移住・交流や地域活性化につながる新ビジネス創造・交流事業（企業・自治体向け）

・ポータルサイトによる地域おこし協力隊や体験ツアーなど
移住・交流希望者向け情報発信

・空き家バンクによる移住・交流希望者向け物件情報の収集・提供
・移住・交流フェア、イベントへの出展
・先進自治体の成功事例やノウハウの提供

移住・交流推進機構（JOIN）の概要

ＪＯＩＮ会員のみが閲覧できる専用ホームページ
内において、会員間の移住・交流に関する事業
マッチングを目的としたサイト。
法人会員がもつ移住・交流に関するソリューショ
ンやノウハウを自治体会員に広く知ってもらい、
かつ、産業振興や農山村振興などのカテゴリー
検索を付与することで、自治体会員の事業立案
時に必要な「相談・企画・見積り」などを法人会員
に依頼しやすくするツール。

JOINソリューション・ナビ 地域おこし協力隊の情報発信

ポータルサイトを運営す
ることにより、「地域おこし
協力隊」の活動を総合的
に支援

【サイト機能】
○地域おこし協力隊の概要
○地域おこし活動の検索
→自治体が募集している地域

おこし活動が地域別・カテ
ゴリー別に検索できます

○地域おこし協力隊の活動事
例や体験記の紹介

○地域おこし協力隊員ブログ
の紹介

→全国の自治体で活躍してい
る地域おこし協力隊員の
近況が分かります

法人会員と自治体会員の間の情報交換の場を提
供し、移住・交流の推進を目指した自治体におけ
る新たな施策や、新たなビジネス商品、サービス
の創出を支援する目的から、各地で交流会を開催

JOIN交流会の開催

東京交流会での嘉田滋賀県知事による
プレゼンの様子（平成22年11月19日）

平成23年4月21日に開催した東京交流会
でのプレゼンの様子

東京交流会での佐竹秋田県知事によ
るプレゼンの様子（平成24年１月18日）

【企業・自治体マッチングによる取組例】
○滋賀県×滋賀県長浜市×(株)ＬＩＮＫ

「廃校を活用した音楽サマースクール」
○㈱ＪＴＢ×クラブニッポン㈱×NPO日本ビジネス作家協会×千葉県３市

「南房総ミステリーウォーキング」実施
○㈱富士通×ＪＯＩＮ自治体会員

富士通総研ボランティアホリデーポータルサイトと連携した募集

１ 法人

(1)特別法人会員 【９社・団体】

(株)ALMACREATIONS (株)ぐるなび (株)ジェイティービー

(株)日本総合研究所 一般財団法人地域活性化センター 全国賃貸管理ビジネス協会

日本アジアグループ(株) 日本生命保険相互会社 富士通(株)

(2) 一般法人会員【２３社・団体】

(株)インテリジェンス (株)ＮＫＢ (株)ＮＴＴデータ

(株)オレンジ・アンド・パートナーズ (株)価値総合研究所 (株)カンバーランド・ジャパン

(株)ぎょうせい (株)共同通信社 (株)ジェーシービー

(株)時事通信社 (株)千修 (株)DGコミュニケーションズ

(株)日本経済広告社 (株)日本旅行 (株)ＬＩＮＫ

近畿日本ツーリスト(株) 全日本空輸(株) 相互都市開発(株)

大日本印刷(株) 東京急行電鉄(株) トヨタ自動車(株)

日本電気(株) 吉本興業(株)


